別紙第1（第20条関係）
	処分を制限する財産の名称等
	処分制限期間

（　年　）

	施設整備
等の分類
	財産の名称・構造等
	

	構築物
	風どう、水そう及び防壁
	５

	
	ガス又は工業用薬品貯そう、アンテナ、鉄塔及び特殊用途に使用するもの。
	７

	工具
	
	４

	器具及び備品
	試験又は測定機器、計算機器、撮影機器、顕微鏡その他のもの。


	４

	機械及び装置
	汎用ポンプ、汎用モーター、汎用金属工作機械、汎用金属加工機械、汎用木工機械、その他これらに類するもの


	７



	
	その他のもの


	４


〔備考〕 処分制限期間については、「補助事業等により取得し、又は効用の増加した財産の処分制限期間（昭和53年通商産業省告示第 360号）」を準用する。
　　　　 なお、財産の処分とは、助成金の交付の目的に反して財産を使用、譲渡、貸付、担保に供することをいう。
様式第１（第5条関係）
平成　　年　　月　　日

公益財団法人　郡山地域テクノポリス推進機構理事長
　　　　　　　　　　　　　　　申請者

所在地
名　称
代表者　　　　　　　　　　　　　印
　　　　　　　　　　　　　　　

研究開発助成金交付申請書
研究開発助成事業実施要綱第5条の規定により、下記のとおり平成　　年度
研究開発助成金の交付を申請します。

記

１　研究開発の計画及び内容

事業計画書　　（別紙1のとおり）

事業内容説明書（別紙2のとおり）

２　研究開発に要する経費及び助成金交付申請額

　　　　研究開発に要する経費　　　　　　　　　　　　　円
　　　　助成金交付申請額　　　　　　　　　　　　　　　円
別紙１

記載要領

事　　業　　計　　画　　書
	研究開発テーマ
	（内容を表現する適切な名称を記載すること。）

	研究開発責任者
	
	連絡担当者
	

	研究開発の
実施場所
	

	主任研究員
	（主任研究者の氏名及び所属、職名を記載すること。）

	共同研究開発者
	（共同で研究開発を行う場合、企業名、大学名を記載すること）

	研究開発の目的
	（研究開発目的及び何故この研究を必要とするかという理由を簡潔明瞭に記載すること。）

	研究開発の内容
及び規模
	（研究開発の内容及び規模について簡潔明瞭に記載すること。）

	研究開発による

効果・事業化の

見通し
	（研究開発によってどの程度製造工程の合理化、製品の品質、性能向上が図れるのか、研究開発成果の事業化の見通しについて、できるだけ具体的数字によって記載すること。）

	助成金の交付を
受けた実績
	（これまでに交付を受けた助成金の名称、交付者、金額、交付年月日、交付対象事業の概要を記載すること。）

	助成金申請事業

の実施期間
	開始予定　　年　　月　　日　　　完了予定　　年　　月　　日

	研究開発費の総額
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	研究開発費の収支予算
	区　　　分
	金　額（円）
	
	金　額（円）
	資金の調達先

	
	支

出


	原材料費
	
	収

入


	自己資金
	
	

	
	
	構築物費
	
	
	借入金
	
	

	
	
	機械装置費
	
	
	助成金
	
	

	
	
	工具器具費
	
	
	その他
	
	

	
	
	工業所有権導入費
	
	
	
	
	

	
	
	外注加工費
	
	
	
	
	

	
	
	技術指導受入費
	
	
	
	
	

	
	
	技術情報取得費
	
	
	
	
	

	
	
	その他の経費
	
	
	
	
	

	
	
	合　　　　　計
	
	
	合　  計
	
	

	助 成 金 交 付 申 請 額　　　　　　　　　　　　　　　　円


別紙2  
記載要領

事　業　内　容　説　明　書

１　申請者の概要
(1)　所　在　地　　

＊電話・ＦＡＸ番号も記載すること。
(2)　資本金の額　　

＊申請時点若しくは最近時の決算期払込み資本金又は出資金額を記載すること。
(3)　従 業 員 数 〔　　　　　　　　　　名〕
　
(4)　事業の内容
＊営んでいる主な事業及び主たる生産品目名、年間生産額等を記載すること。

　
(5)  現 有 施 設

　　 ①　土    地　
＊2カ所以上にわたる場合は所在地別に面積を記載すること。

②　建　　物
＊本社、工場、その他の区分により、建物の種類別に床面積を記載すること。

③　主要設備
＊主要設備別にその名称、数、用途を次の様式により記載すること。

	機械又は装置
	数
	用　　　　　途
	摘　　　 要

	
	
	
	

	
	
	
	


(6)  申請者の略歴〔会社又は団体の沿革を記載すること。〕

２　事業実施体制
  (1)　主任研究員の氏名及び略歴並びに助成事業の経理担当者の氏名及び職名

　(2)　連絡担当者の氏名及び職名

　(3)　共同研究開発事業者名と役割分担
	企業名
	代表者名
	所在地
	資本金
	業種及び生産品目
	共同研究開発の役割分担

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


３　事業の内容
  (1)  研究開発の必要な理由

＊従来の製品や生産工程の技術的欠陥の改善はどこか、また、なぜ新技術、新製品について研究開発するのか等その研究開発の必要な理由を記載すること。

　
(2)　現在までに行われている基礎となる研究（導入技術を含む。）

＊この研究の基礎となる研究若しくは導入技術の実績について研究項目、研究期間研究の実施地、所要経費、研究担当者及びその成果について記載すること。導入技術については当該技術の所有権者についても記載すること。

　
(3)　今後行おうとする研究開発の規模及び方法

＊この研究開発に使用する設備及び材料等を明らかにするとともに、どのような方法でどのような成果を目標にして行うか、研究開発の内容がはっきり判るように段階をおって詳細に記載すること。

また、どの程度の規模で行うか、試作品の製作数量はどの程度か、その規模又は数量とする理由について記載すること。

　
(4)　試作機械又は試作品の設計仕様
〔仕様書、図面（三面図、見取図）を必ず添付すること。〕

　
(5)　研究開発の成果及び事業化の見通し
＊どのような成果を目標とするか、成果の適用によりどの程度工程合理化、品質・性能向上が図れるのかについて、不良率の減少、能率の向上、コストの低減等できるだけ具体的数字によって記載すること。また、研究開発成果の事業化の見通しについて記載すること。
　
(6)　この研究開発と関連する研究の実績

	題　目
	研 究 内 容
	期　間
	実施場所
	所 要 経 費
	研 究 担 当 者
	成　果

	
	
	
	
	
	
	


　
(7)　内外技術との相違及び内外特許との関連

＊現在国内外において利用され又は企業化されている技術と申請に係る研究開発との相違点及び国内外の特許権との関連並びにその内容について記載すること。他人の特許を使用する場合は、その特許を使用できることの証明書及び特許公報の写しを添付すること。

　
(8)　研究開発実施日程

	　　　　　予定月
事　項
	　　月
	月
	月
	月
	月
	月

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


４　研究開発予算明細表
	区　　　分
	種別
	仕様
	単位
	単価（円）
	研究開発に要する経費

(円)
	助成対象経　　費　　　(円)
	助成金交付申請額(円)
	摘要

	原材料費
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	
	
	
	

	構築物費
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	
	
	
	

	機械装置費
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	
	
	
	

	工具器具費
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	
	
	
	

	工業所有権導入費
	
	
	
	
	
	
	
	

	外注加工費
	
	
	
	
	
	
	
	

	技術指導受入費
	
	
	
	
	
	
	
	

	技術情報取得費
	
	
	
	
	
	
	
	

	その他の経費
	
	
	
	
	
	
	
	

	合　　　　　　　計
	
	
	
	
	
	
	


（記載注意事項）

ａ　機械装置費及び工具器具費については、購入、製造、改良、据付け又は修繕の別を摘要欄に記載すること。
ｂ　購入物件については、その購入先を摘要欄に記載すること。
ｃ　機械装置及び工具器具等を製造する場合は、木型、鋳物、鋼材等を原材料に入れることなく、製造人件費等を含めて機械装置費及び工具器具費に計上し、その内訳を仕様の欄に記載すること。

５　その他添付資料
　　〔過去2カ年の事業決算書を添付すること。〕
様式第2（第6条関係）
第　　　　　号

平成　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　様

公益財団法人郡山地域テクノポリス推進機構

理事長　　　　　                　　　印

研究開発助成金交付決定通知書
平成　　年　　月　　日付けで申請のあった研究開発助成金について、下記のとおり交付することと決定したので通知します。

記
1　助成事業名　　　　　「研究開発助成事業」
2　研究テーマ　　　　　「　　　　　　　　　　　　　　　　　」

3　助成金交付決定額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
（注意）

(1)  助成事業内容又は助成対象経費の配分の変更（別に定める軽微な変更を除く。）をしようとする場合においては、すみやかに理事長の承認を受けること。

(2)  助成事業を中止し、又は廃止しようとする場合においては、すみやかに理事長の承認を受けること。

(3)  助成事業が予定の期間内に完了しない場合又は助成事業の遂行が困難となった場合においては、すみやかに理事長に報告してその指示を受けること。

(4)  助成金は助成の目的以外に使用しないこと。
様式第３（第8条関係）
平成　　年　　月　　日

公益財団法人郡山地域テクノポリス推進機構理事長
　　　　　　　　　　　　　　　助成事業者

所在地

名　称

代表者　　　　　　　　　　　　　印

研究開発助成金概算払請求書
　平成　　年　　月　　日付　　　　　　　　号により交付決定通知のあった研究開発助成金の概算払を別紙助成対象経費支出計画書を添えて下記のとおり請求します。

記
１　概算払請求額　　　　　　　　　　　　　　　　　円

　　　　　 

２　内　　　　訳
　　　交 付 決 定 額　　　　　　　　　　　　　　円

　　　概算払受領済額　　　　　　　　　　　　　　円

　　　今回請求額　　　　　　　　　　　　　　円

　　　残　　　額　　　　　　　　　　　　　　円

３　送金の振込口座

金融機関名　　　　　　銀行　　　　　　　　支店

口座名義

口座番号（普通・当座）
別　紙

助 成 対 象 経 費 支 出 計 画 書
	区　　　分
	種別
	仕様
	単位
	数量

（円）
	金 額（円）
	助成金交

付申請額　　　(円)
	取得
年月日
	支　払
予　定年月日
	摘

要

	原材料費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	
	
	
	
	

	構築物費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	
	
	
	
	

	機械装置費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	
	
	
	
	

	工具器具費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	
	
	
	
	

	工業所有権導入費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	外注加工費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	技術指導受入費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	技術情報取得費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	その他の経費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合　　　　　　　計
	
	
	
	
	
	
	
	


（記入上の注意）

　　本表に記載する経費は、概算払請求の対象経費のみとする。
様式第4（第9条関係）
平成　　年　　月　　日

公益財団法人郡山地域テクノポリス推進機構理事長
　　　　　　　　　　　　　　　助成事業者

所在地

名　称

代表者　　　　　　　　　　　　　印

研究開発助成事業計画変更承認申請書
平成　　年　　月　　日付　　　　　　 号により交付決定通知のあった研究開発助成事業の内容を下記のとおり変更したいので、承認されるよう申請します。

記

1　変 更 の 内 容

2　変 更 の 理 由

　（備考）  変更の理由を証する書類を添付すること。
様式第5（第9条関係）
                                                         第　　　　  号
平成　　年　　月　　日

　　　　　　　　　様

公益財団法人郡山地域テクノポリス推進機構

　　　　　　　　　　　　　　理事長　　　　　　　　　　　　　　　　　印

研究開発助成事業計画変更決定通知書
　平成　　年　　月　　日付けで申請のあったこのことについては、下記のとおり決定したので通知します。

記

１　承　　　認

２　不　承　認

様式第６（第10条関係）

平成　　年　　月　　日

公益財団法人郡山地域テクノポリス推進機構理事長
　　　　　　　　　　　　　　　助成事業者

所在地

名　称

代表者　　　　　　　　　　　　　印

研究開発助成事業中止（廃止）承認申請書
平成　　年　　月　　日付　　　　　　 号により交付決定通知のあった研究開発助成事業を中止（廃止）したいので、承認されるよう申請します。

記

1　中止（廃止）の理由
2　中止の期間（廃止の時期）
様式第7（第11条関係）
平成　　年　　月　　日

公益財団法人郡山地域テクノポリス推進機構理事長
　　　　　　　　　　　　　　　助成事業者

所在地

名　称

代表者　　　　　　　　　　　　　印

研究開発助成事業状況報告書
　平成　　年　　月　　日付　　　　　　　　 号で交付決定通知があった研究開発助成事業の遂行状況を下記のとおり報告します。

記

1　遂行状況
（申請書の事業内容説明書と対応させて研究開発の経過とその成果を簡明に記載する。また研究開発日程と実績とを比較して遅速があれば理由を記載すること。）

2　助成対象経費の支払状況

	　　区 分
	種 別
	仕 様
	単位
	単 価(円)
	金  額(円)
	 発　注年月日
	入　手

年月日
	支　払年月日
	助成金
充当額
	摘要

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


　　　

（自家製造の場合は、この表中「発注」年月日とあるのは「着工」と、「入手」とあるのは「完成」と読み替えること。）

様式第8（第12条関係）
平成　　年　　月　　日

公益財団法人郡山地域テクノポリス推進機構理事長
　　　　　　　　　　　　　　　助成事業者

所在地

名　称

代表者　　　　　　　　　　　　　印

研究開発助成事業事故報告書
　平成　　年　　月　　日付　　　　　　　　号で交付決定通知があった研究開発助成事業について、下記のとおり事故報告します。

記

1　研究開発助成事業の進捗状況

　（全体の事業計画と比較して具体的に記入すること。）

2　同上に要した経費

　（研究開発助成事業実績報告書別紙2の収支計算書に準じて記入すること。）

3　事故の内容及び原因

4　事故に対してとった措置

様式第9（第13条関係）
平成　　年　　月　　日

公益財団法人郡山地域テクノポリス推進機構理事長
　　　　　　　　　　　　　　　助成事業者

所在地

名　称

代表者　　　　　　　　　　　　　印

研究開発助成事業実績報告書
平成　　年　　月　　日付　　　　　　　号で交付決定通知があった研究開発助成事業を完了したので、下記の書類を添えて報告します。

記
1　研究開発結果報告書　　　（別紙1のとおり）

2　収　支　計　算　書　　　（別紙2のとおり）

（別紙1）

記載要領

研究開発結果報告書

1　研究開発の経過

(1) 研究開発の担当者

＊研究開発担当者の所属、職、氏名、並びに分担して研究した事項を記載すること。
(2) 実　施　場　所

＊実施場所の名称、所在地。2カ所以上に分かれるときは、それぞれの場所で実施した主たる研究項目を記載すること。
(3) 研究開発期間

開　　始　　　　　平成　　年　　月　　日

終　　了　　　　　平成　　年　　月　　日
(4) 研究開発日程表

＊助成金交付申請書に添付した事業内容説明書3(8)に準じた様式で実績を記載すること。

2　特許又は実用新案の登録等の出願状況

3　研究開発の成果

＊成果の内容は具体的に明確に記述し、成果を適用させるための具体的方法、適用上の問題点及び研究の技術的・経済的効果等について詳細に記載すること。

4　研究開発成果の事業化の見通し

＊成果の事業化の見込み、時期、規模、量産化したときの製品の価格等について記載すること。
（別紙2）

記載要領

収　支　計　算　書

１　収支総括表

	区　　　　　分
	予算額（円）
	支出済額（円）
	助成金充当額（円）
	摘　　要

	支

出
	原材料費
	
	
	
	

	
	構築物費
	
	
	
	

	
	機械装置費
	
	
	
	

	
	工具器具費
	
	
	
	

	
	外注加工費
	
	
	
	

	
	その他の経費
	
	
	
	

	
	合計
	
	
	
	

	収

入
	自己資産
	
	
	
	

	
	借入金
	
	
	
	

	
	助成金
	
	
	
	

	
	その他
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	合計
	
	
	
	


２　支出明細書

	区分
	種別
	単位
	数量
	単価
	金　　額
	入　手

年月日
	支　払
年月日
	支払先
	助成金
充当額
	摘要

	
	
	
	
	
	予算額
	決済額
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（記入上の注意）

(1) 収支計算書中、予算額とは研究開発助成金交付申請書の事業計画書に記載したものをいい、事業計画を変更した場合には、その承認を受けた計画に基づくものをいう。

(2) 事業に要する経費の未払い、未了分については支払い予定年月日を摘要欄に記入すること。

(3) 予算と支出済額が著しく相違するときは、その理由を摘要欄に記入すること。

(4) 機械別の据付け費は、機械等本体の経費と分明しているものの場合は、種別欄に別に記入するものとし、分明できない場合は、摘要欄に「据付費を含む」と記入すること。

様式第10（第14条関係）

第　　　　号

平成　　年　　月　　日

様


            　　　　公益財団法人郡山地域テクノポリス推進機構
理事長　　　                         印

研究開発助成金交付確定通知書
平成　　年　　月　　日付で提出のあった研究開発助成事業実績報告書を審査した結果、下記のとおり助成金を交付することに確定したので通知します。

記

1　確定した助成金の交付額　　        　　　　　　　　　　　　　円

2　交付決定金額　　　　　         　　　　　　　　　　　　　円

3　助成金交付決定額を減（増）額して確定した理由

様式第11（第15条関係）

平成　　年　　月　　日

公益財団法人郡山地域テクノポリス推進機構理事長
　　　　　　　　　　　　　　　助成事業者

所在地

名　称

代表者　　　　　　　　　　　　　印

研究開発助成金交付請求書
　平成　　年　　月　　日付　　　　　　　　　号により交付決定通知のあった研究開発助成金について、下記のとおり請求します。

記

１　請求額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

　　　　　 

２　内　　　　訳
　　　交 付 確 定 額　　　　　　　　　　　　　　円

　　　概算払受領済額　　　　　　　　　　　　　　円

　　　今回請求額　　　　　　　　　　　　　　円

　　　残　　　額　　　　　　　　　　　　　　円

３　送金の振込口座

金融機関名　　　　　　銀行　　　　　　　　支店

口座名義

口座番号（普通・当座）
様式第12(第20条関係)
平成　　年　　月　　日

公益財団法人郡山地域テクノポリス推進機構理事長
　　　　　　　　　　　　　　　助成事業者

所在地

名　称

代表者　　　　　　　　　　　　　印

研究開発助成事業財産処分申請書
平成　　年　　月　　日付　　　　　　　　号で交付決定通知があった研究開発助成事業に関し、下記の財産を処分いたしますので、承認されるよう申請します。

記

1　取得財産の品目及び事業完了年月日

2　取得価格及び時価

3　処分の方法

4　処分の理由

5　処分により得られる収入






